
事業

に備えた災害対応力の強化が求められている。 を継続することにより、地域の防災体制の強化・充実を図る。

また、災害時における避難情報の早期伝達や地域との情報の共 また、大規模災害時は行政の力だけでは立ち行かないことから

有、避難行動要支援者に対する安否確認や避難支援体制の構築 、今後、各避難所ごとに、自主防災会長や防災士、地域団体、

が課題である。 施設管理者等から構成される避難所運営委員会の設置を働きか

また、有事の際には、行政による公助のみならず、自助・共助 け、共助の意識の醸成を進めていく。さらに、過去の災害の教

が不可欠であることから、市民・自主防災会・事業者などと連 訓から想定される被害に対し、その被害回避に向けた地域強靭

携した災害に強い地域づくりが重要となる。 化計画を推進し、災害に強い地域づくりを行う。

防災士の資格取得支援については、各自主防災会へ取得を促し、昨年度は有資格者が６名増

加し、５５名となった。大規模水害に対する危機意識も高まってきており、水害避難訓練も

Ｂ
地域に広がりを見せている。今後は、地域における避難行動要支援者の把握や登録促進、避

難支援体制が充実していくように、周知・啓発を進めていく。

行政や市民、自主防災組織など災害予防対策や災害対応の役割を明確にするとともに、被害

を軽減させ迅速な復旧等を可能とする計画の改訂など、平時から総合的に防災・減災対策を

↑ 押し進める必要がある。今後も人員と予算の効率的な運用を図り、関係団体との協定締結の

推進をはじめ、災害に強い強靭な地域づくりと市民への防災意識醸成の啓発を行っていく。

ゲリラ豪雨や大型台風、首都直下地震など、大規模災害発生に備えた災害対応力の強化が求められている中、自主防災組織や事業所等の意

識醸成を図り、相互の連携を進めながら、地域防災力の向上に向けた取り組みを展開している。今後も荒川の氾濫という水害リスクを想定

した水害避難訓練の継続や、避難所運営委員会の設置、事業者等との協定締結などを強化し、災害対応力の強化及び減災に努め

戸

ていく。

田市 施策評価シート

作成日 令和 2年 6月29日 作成者名 石原　亮 評価者名 森谷　精太朗

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞

基本目標 中心となる課

分　　野
関係課

施　　策

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み①

取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

その他の取り組み

その他の取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

その他施策の取組事項に
係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

○結果と今後の方向性　（シート作成次長記入）
進捗状況

（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（人員/予算）
（↑増加、→維持、↓削減） 説　明

（人員/予算）

（評価者コメント）

03 安心して安全に暮らせるまち 危機管理防災課・危機管理防災課

02 防災 市民生活部・防犯くらし交通課

31 地域防災力の強化

　災害から市民を守るための地域防災体制の整備に努めるとともに、市民一人ひとりが災害に対しての考え方や知識を持ち

、防災意識を高め、有事の際にはお互いに助け合うことのできるような地域づくりを目指します。

　さらに、市民が安全で安心して暮らせる災害に強いまちの実現を目指します。

防災意識開発等事業

防災施設等整備事業

地域強靭化計画事業

避難行動要支援者避難支援 避難行動要支援者避難支援制度の登録
人 900 179 189 177 171 170

制度登録者数 者数（累計）
防災士資格取得者数（自主 防災士資格取得者数（累計）

人 85 29 38 42 51 55
防災会推薦者）
水害避難訓練実施自主防災 水害避難訓練実施自主防災会数（累計

防災会 23 3 6 6 13 23
会 ）

近年の突発的・局地的なゲリラ豪雨の頻発や台風の大型化、近 自主防災会への防災器材購入費補助や防災士資格取得支援、マ

い将来の発生が危惧される首都直下地震など、大規模災害発生 ンション及び事業者に対する防災資器材の購入費用の補助



亮

保護事業　（危機管理

評

防災課）

価者名
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画事業
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精
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．
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計

人工衛星を用いて国（
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房・気象庁

（
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単位：千円

R1決
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事

画額 R3予算額

計（千

務

円） 事業費 155,7
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業
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評

359

うち一般財源 1
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事
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事
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の
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向性
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うち3

事業内容 うち一般財源計
画
額

一般財源
人件費

02 自衛官募集事業　（危機管理防災課）

自衛官募集事業

法
定

130
133

131

１ Ｂ Ａ Ｂ Ａ １ 法01 01 02 01 10 02 01 133

補助金の交付と自衛隊への入 73 73

隊広報活動への協力。 342

01 防災事業　（危機管理防災課）

防災施設等整備事業

任
意

109,170 小中学校へ非常用発
117,057

130,286 電機設備の整備を順

１ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ １ ○ Ａ01 01 09 01 04 01 01 136,504 次実施。

防災行政無線や災害用発電機 136,504 78,557

、井戸・貯水槽などの設備、 4,794

防災意識開発等事業

任
意

24,527 ・水害避難訓練実施
40,093

53,216 ・防災基本条例制定

２ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２ ○ Ａ02 01 09 01 04 01 02 53,8

戸

96

防災基本条例の策

田
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市

6 35,393

市、市
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評価シ

地域防

ー

災計画事業

任
意

6,2

ト

03
7,679

3,8

作

97

１ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １ Ａ0
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和
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年

6
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2
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9
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0
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日

187 との一体での地

作

域強
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Ａ94 01 09 01 0

者

4 01 94 0 靭化計画

名

の策定

市の地理的状況

石

、地形的状況 0 0

、過

原

去の災害による被害状

　

況 0

03 国民



亮 評価者名 森谷　精太朗

５．事務事業の検討 【特別会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 ★事務事業の方向性

大
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業

中
事
業

事務事業名

事
業
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R
R1決算額
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業
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方
向
性

実
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計
画
候
補
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業
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実
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画
候
補
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先
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事業費
3

事業コード R2予算額 施
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費
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準

事
業
手
法
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予
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額

事業費R コメント
うち3

事業内容 うち一般財源計
画
額

一般財源
人件費

01 火災共済事業　（防犯くらし交通課）

火災共済事業

任
意

1,921 共済事業であり、継
2,798

2,783 続して実施するが、

１ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １ Ｃ01 10 01 01 01 01 01 2,798 周知方法を見直す

加入しようとする者が掛金を 13 0

添えて申し込み、火災により 2,054

R1決算額 R2予算額 R3計画額 R3予算額

計（千円） 事業費 1,921 2,783 2,798 2,798

うち一般財源 0 0 13 0

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直し

７令和3年度で終了 ８令和2年度で終了 ９令和元

戸

年度で終了

田市 施策評価シート

作成日 令和 2年 6月29日 作成者名 石原　


